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１ 将来ビジョン 

（１） 地域の実態 

日本は世界がかつて経験したことのない超高齢社会を迎えている。その中でも高度成長期に

人口が急増した神奈川県では、神奈川県年齢別人口統計調査によると、総人口に占める 65 歳

以上人口の割合（高齢化率）が 25.4％（令和２年１月１日現在）となっており、全国屈指のスピード

とボリュームで高齢化が進んでいる。 

こうした急激な人口構成の変化は、経済・医療・介護・社会システムなど、あらゆる場面におい

て様々な影響を与えることが懸念されている。 

一方、神奈川県は、自然や歴史・風土に恵まれており、また、神奈川県に働き、学び、くらし、活

動する人々の力といった資源を最大限活かすことにより、人口減少社会をしなやかに乗り越え、

より豊かな社会を創り上げるポテンシャルに満ちている。 

 

①地域特性 

＜地理的条件＞ 

神奈川県は関東平野の南西部に位置し、面積は約 2,400 平方キロメートルである。 

地形は(1)丹沢山地と箱根火山で特徴づけられる起伏の激しい山がちの西部地域、(2)多摩丘

陵と三浦半島でとらえられる丘陵地性の東部地域、(3)相模川を中心として、その両岸に広がる平

坦な段丘と低地とからなる中央地域、の 3 地域に大きく分けることができる。 
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＜人口＞ 

平成 27 年国勢調査結果(平成 27 年 10 月 1 日現在)によると、人口は 912 万 6,214 人(全国第

2 位)、人口密度は 3,778 人／㎢(全国第 3 位)、世帯数は 397 万 9,278 世帯(全国第 2 位)となって

いる。 

神奈川県では、2014年から死亡者数が出生者数を上回る自然減の状態となったが、人口流入

などによる社会増が続いており、県全体の総人口は増加を続けている。 

しかし、その伸びは鈍化しており、まもなくピークを迎え、その後は減少に転じると見込まれてい

る。 

 

＜産業構造＞ 

 

 

平成 28 年 6 月 1 日現在で実施した平成 28 年経済センサス－活動調査の結果から神奈川県

における全産業分野(国及び地方公共団体の事務所、農林漁業に属する個人経営の事業所、家

事サービス業及び外国公務に属する事業所を除く)における事業所及び企業の状況をみると、次

のとおりである。 

 

事業所数と従業者数 

事業所数は 28 万 7,942 事業所となっている。また、従業者数は 346 万 4,316 人となってい

る。 
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産業別の状況(民営) 

神奈川県の民営事業所数を産業大分類別にみると、「卸売業、小売業」が 6 万 6,274 事業所

(事業所数全体に占める割合 23.0%)と最も多く、次いで「宿泊業、飲食サービス業」の 3 万 8,327

事業所(同 13.3%)、「医療、福祉」の 2 万 8,286 事業所(同 9.8%)、「建設業」の 2 万 7,845 事業所

(同 9.7%)の順となっている。 

従業者数では、「卸売業、小売業」が 67 万 8,039 人(従業者数全体に占める割合 19.6%)と最

も多く、次いで「医療、福祉」の 49 万 5,223 人(同 14.3%)、「製造業」の 44 万 3,289 人(同 12.8%)、

「宿泊業、飲食サービス業」の 35 万 8,865 人(同 10.4%)の順となっている。 

会社企業の状況 

本県の会社企業の数は、10 万 2,084 企業となっている。 

これを資本金階級別にみると、最も多いのは「300 万円～500 万円未満」の 4 万 1,355 企業

(会社企業数全体に占める割合 42.0％)、次いで「1000 万円～3000 万円未満」の 2 万 9,597 企

業(同 30.1％)、「500 万円～1000 万円未満」の 1 万 2,719 企業（同 12.9%）の順となっている。 

＜地域資源＞ 

① 観光 

港と夜景が美しい国際都市「横浜」、歴史と文化が息づく古都「鎌倉」、城下町の伝統を今に

伝える「小田原」、文人にゆかりの深い「湯河原」、雄大な自然と温泉群、様々なアートが楽しめ

る「箱根」、「丹沢・大山」の豊かな山なみや、「三浦半島」から「湘南海岸」、「真鶴半島」に至る

美しい海岸線など、神奈川県には様々な観光資源がある。 

 

② ME-BYO BRAND 

優れた未病産業関連の商品・サービスを、「ME-BYO BRAND」と

して県が認定することにより、未病産業の魅力を広めるとともに、産

業化の牽引化を図る。平成 31 年 3 月現在、17 件を認定している。 

(主な認定商品・サービス)  

MIMOSYS®、アミノインデックス® ロボットスーツ HAL® 

 

③ かながわブランド 

県と生産者団体で構成する「かながわブランド振興協議会」で、農林水産物

やその加工品を対象に「かながわブランド」として登録。平成 2 年 3 年 3 月現

在、登録品は 67 品目 115 登録品。 

(主な登録品) 葉山牛、湘南ゴールド、かながわ鶏 

 

 

④ かながわの名産 100 選 

「かながわの名産 100 選」は、神奈川県の伝統と風土に培われた、

物産（工芸品、加工食品、農林水産品等）の中から県民の皆様から

の推薦を受けて、かながわの名産と呼ぶに相応しい 100の品目を選

定したもの。 

(主な選定品) 箱根寄木細工、鎌倉彫、湘南の生しらす、三崎のまぐろ 
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＜特徴的な取組＞ 

① ヘルスケア・ニューフロンティア政策 

神奈川県は、超高齢社会を乗り越えた先に、すべての世代が元気で自立したライフスタイルを

実践し、100歳になっても健康で生きがいと笑顔あふれる持続可能な健康長寿社会「スマイル100

歳社会」を実現するため、最先端医療・最新技術の追求や未病の改善という２つのアプローチに

より、健康寿命の延伸と新たな市場・産業創出を目指すヘルスケア・ニューフロンティア政策に取

り組んでいる。 

 

② ３つの特区 

神奈川県は、「東京圏国家戦略特区」「京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区」「さ

がみロボット産業特区」の３つの特区の指定を受けて、規制緩和の実現に取り組んでおり、新た

な社会モデルを形成して他の地域に波及を図っていく基盤が存在する。 

 

③ ともに生きる社会かながわ 

 「ノーマライゼーション」の思想を根底に、障がい者を特別視するのではなく、一般社会の中で

普通の生活が送れるよう条件を整え、誰もが住み慣れた地域で就業し、安心して暮らすことがで

きる「ともに生きる社会かながわ」の実現を目指している。 

 

 

＜今後取り組む課題＞ 

県民の「いのち」を輝かせるためには、未病コンセプトに基づく県民の主体的な行動変容を促進する

とともに、医療だけでなく、環境、エネルギー、農業、食をはじめとして、生活のすべてにわたって安全・

安心を確保し、持続可能な形にしていくことが課題である。 

こうした課題解決に取り組むとともに、経済・社会構造が急速に変化する中、その変化に適応する

だけでなく、変化を好機ととらえ、新たな価値を世界へ発信していく、夢のある神奈川づくりを進める。 

近年、加速化しているデジタル技術の進展を踏まえ、社会を変革し、人々の暮らしをより豊かにする

DX（デジタル・トランスフォーメーション）を推進していくとともに、2050 年脱炭素社会の実現に向けた

取組みを進め、また、新型コロナウイルス感染症への対応にも引き続き取り組んでいく。 

さらに、経済・社会・環境が相互に連関して循環的に課題の解決を図るための先進的な取組を進め

るとともに、それを県域、全国、ひいては世界へと発展させることで、誰ひとり取り残すことなく、高齢

になっても活躍の場を持ち、笑いあふれるコミュニティの中でお互いに支え合う、いのち輝く社会

「Ｖｉｂｒａｎｔ Inochi」の実現を目指す。 
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（２） 2030 年のあるべき姿 

 

【2030 年のあるべき姿】 

『いのち輝く神奈川～Vibrant Inochi～』 

 

１ 持続可能な神奈川の実現に向けてあるべき姿 

神奈川県の総合計画である「かながわグランドデザイン」の基本理念に、「いのち輝く神奈川」

を掲げ、施策を推進している。 

県民の「いのち」を輝かせるために、未病コンセプトに基づく県民の主体的な行動変容を促進す

るとともに、医療だけでなく、環境、エネルギー、農業、食をはじめとして、生活のすべてにわたっ

て安全を確保し、持続可能な形で維持していくための総合的な政策の展開を図るなど、SDGs の

理念と軌を一にした取組を推進している。 

こうした取組を通じて、誰ひとり取り残すことなく、一人ひとりの状況に応じて、未病改善を行い

ながら、高齢になっても活躍の場を持ち、笑いあふれるコミュニティの中でお互いに支え合う、い

のち輝く社会「Ｖｉｂｒａｎｔ Inochi」の実現を目指す。 
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（３） 2030 年のあるべき姿の実現に向けた優先的なゴール、ターゲット 

 

（経済） 

ゴール、 

ターゲット番号   

KPI 

 

 

 

 

3.8 9.5 指標：未病産業及び再生医療等関連産業の県内市場規模 

現在（2014 年）： 

1,000 億円 

2030 年： 

3,780 億円 

 

 

 

 

7.2 7.3 

9.4 9.5 

指標：再生可能エネルギー等による発電量 

現在（2018 年度）： 

32.54 億 kWh 

2030 年： 

104.55 億 kWh 

すべての世代が元気で自立したライフスタイルを実践し、100 歳になっても健康で生きがいと

笑顔あふれる健康長寿社会「スマイル 100 歳社会」の実現に向け、最先端医療・最新技術の追

求や未病産業研究会を中心に、未病の改善に資する新たな商品・サービスの開発促進を図るな

ど、イノベーションを通じた新たな市場の創出を図るとともに、高いレベルの経済生産性や、科学

技術の社会実装を図る。 

また、太陽光をはじめとする再生可能エネルギー等の導入加速化、水素エネルギーの導入拡

大及び省エネルギーの促進とスマートコミュニティの形成などを推進するとともに、関連産業の裾

野の拡大、新たなビジネスモデルの形成を図る。 
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（社会） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

3.d 9.5 

 

指標：平均自立期間(日常生活動作が自立している期間の平均) 

現在（2016 年）： 

男性 79.98 年、女性 83.91 年 

2024 年： 

男性 82.48年、女性 85.47年 

指標：未病指標利用者数 (累計) 

現在（2020 年 3 月）： 

0 人 

2030 年： 

100 万人 

 

17.17 指標：「ＳＤＧｓつながりポイント」ユーザー数 

現在（2020 年 9 月）： 

2,000 者 

2030 年： 

20,000 者 

 

 

 

 

8.5 

10.2 

指標：25～44 歳の女性の就業率 

現在（2019 年度）： 

75.9％ 

2024 年： 

80.5％ 

「スマイル 100 歳社会」の実現に向け、個人の行動変容の効果が最も期待されるのが生活習

慣領域であり、未病指標の利用拡大を図るなど未病プロジェクトを推進し、健康寿命の延伸を図

る。 

また、ＳＤＧｓ達成に向けて「地域の課題を解決したい」という住民、店舗・企業の想いをつなぎ、

行動を後押しする「ＳＤＧｓつながりポイント」の仕組みにより、県民一人ひとりのＳＤＧｓの自分事

化、コミュニティの活性化による地域課題の解決を進める。 

そして、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らすことができる、そして、家庭、職場、学校、地

域など、人生の様々な場面で、誰もが性別にかかわりなく、ともに生き、ともに参画し、活躍できる

社会の実現を目指す。 
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（環境） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

 

 

7.1，

7.2 

7.3，

3.9 

指標：県内の年間電力消費量に対する分散型電源による発電量の割合 

2018 年度： 

15.7% 

2030 年： 

45% 

 

13.2 指標： 

神奈川県における温室効果ガス排出量の削減割合（2013 年度比） 

201７年度： 

2013 年度比で 5.7%削減 

※毎年度実施する温室効果ガ

ス排出量推計で再計算され数

値が変わる場合がある。 

2030 年： 

2013 年度比で 27%削減 

 

 

ゴール、 

ターゲット番号 

目指す姿 

 

 

12.5 

14.2 

リサイクルされない、廃棄されるプラスチックごみゼロ 

2016 年度： 

- 

2030 年：実現 

 

 

①原発に過度に依存しない、②環境に配慮する、③地産地消を推進する、の 3 原則をエネル

ギー施策の基本理念として掲げ、地域において自立的なエネルギーの需給調整を図る分散型エ

ネルギーシステムの構築を目指す。 

また、2050 年の脱炭素化に向けて、地球温暖化による様々な影響を防ぐために、その原因で

ある温室効果ガスの排出を削減し、地球温暖化の防止に取り組む。 

 そして、循環型社会の実現に向け、2030 年までのできるだけ早期にリサイクルされない、廃棄さ

れるプラごみゼロを目指し、2018 年９月に発表した「かながわプラごみゼロ宣言」にもとづき、①ワ

ンウェイプラの削減②プラごみの再生利用の推進③クリーン活動等の拡大の推進方策を進めて

いく。 
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２ 自治体ＳＤＧｓの推進に資する取組 

（１）自治体ＳＤＧｓの推進に資する取組 

 

【経済】 

①  新産業・新市場の創出（ヘルスケア・ニューフロンティア政策の推進） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 
 

 

9.2，

9.5 3.8 

指標：未病産業研究会を通じた未病産業関連商品の事業化件数(累

計)  

現在（2020 年３月）： 

75 件 

2023 年： 

175 件 

 

8.2 

 

指標：県の支援を受けて、県内に集積する最先端医療関連のベンチ

ャー企業数（総数） 

現在（2020 年３月）： 

33 社 

2023 年： 

65 社 

未病産業を創出する過程における様々な課題を解決するための場として、製造業、小売業、サ

ービス業、金融業等の異業種約 800 社が参加する未病産業研究会を通じて、異業種間交流、産

学公連携によるネットワークを強化し、新商品等の開発を促進する。また、再生・細胞医療の産業

化拠点として 2016 年度に川崎市・殿町に開所した「ライフイノベーションセンター」を核とした同分

野のベンチャー企業への支援など、最先端医療関連のベンチャー企業への重点的な支援を展開

する。 

 

②  エネルギー関連産業の促進 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 
 

 

7.1，

7.2 

7.3，

9.5 

指標：太陽光発電設備の導入量(累計)  

2018 年度： 

92.2 万 kw 

2023 年: 

455 万 kw 以上  

かながわスマートエネルギー計画を推進するため、太陽光をはじめとする再生可能エネルギー

等の導入加速化、水素エネルギーの導入拡大及び省エネルギーの促進とスマートコミュニティの

形成に取り組み、地域において自律的なエネルギーの需給調整を図る「分散型エネルギーシステ

ム」の構築を目指すとともに、関連産業の裾野の拡大、新たなビジネスモデルの形成を図っていく。 
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③ スマートエネルギーの経済性向上 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 
 

 

7.1，

7.2 

7.3，

9.5 

指標：水素ステーション整備箇所数(累計)  

現在（2020 年 3 月）： 

13 か所 

2023 年:： 

35 か所以上 

スマートエネルギー（水素）の地域社会への実装を図っていくためには経済性向上が重要とな

ることから、水素サプライチェーンの構築を図っていく。 

 

④Society5.0 の推進 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

8.2 

9.5 

11.2 

指標：自動運転実用化への支援 

現在（2019 年度）： 

実証実験の実施 ２件 

2023 年: 

実証実験への継続した支援 

 

 

 

9.5 

8.2 

2.4 

指標：スマート農業技術導入戸数(累計) 

現在（2018 年度）： 

122 戸 

2023 年:  

289 戸 

ＡＩ、ＩoＴ、ロボットなどの第４次産業革命の波は、あらゆる産業・社会生活を劇的に変革する可

能性を秘めており、経済発展と社会的課題解決を両立する新たな社会「Society5.0」の推進を通

じて、最新技術の追求や生産性向上を図っていく。 

具体には、排出ガス（ＣＯ２や大気汚染物質）の削減、高齢者や障がい者の移動が容易にする

自動運転実用化への支援に、特区制度の活用も検討しながら取り組む。 

また、温度・湿度・二酸化炭素濃度などの環境をモニタリングするＩＣＴや、農薬散布等において、

ドローンなどの最新技術を活用したスマート農業技術の普及を通じ、品質や収穫量の向上、省力

化など農業の生産性を高め、地産地消を推進していく。 
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⑤ ロボット関連産業の創出・育成 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 
 

 

9.5 指標：生活支援ロボットの商品化件数(累計) 

現在（2019 年度）： 

25 件 

2023 年:  

45 件 

9.5 

3.9 

指標：生活支援ロボットの導入施設数(累計) 

現在（2019 年度）： 

324 件 

2023 年:  

450 件 

「さがみロボット産業特区」を中心に、分野横断的に幅広くロボットの実用化や普及・活用等を

進め、ロボット関連産業の創出・育成を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



13 
 

【社会】 

⑥ ウィズコロナ時代における社会経済活動の維持・発展 

ゴール、 

ターゲット番号 

取組状況 

 

 

 

3.3, 

17.17 

ＬＩＮＥ公式アカウント「新型コロナ対策パーソナルサポート(行政)」登

録者数(累計) 

現在（2020 年 11 月）： 

700,000 人 

新型コロナウイルス感染症の状況

をみて対応 

 

 

 

 

3.3, 

17.17 

8.3 

感染防止対策取組書 登録件数 

現在（2020 年 11 月）： 

76,000 事業所 

新型コロナウイルス感染症の状況

をみて対応 

新型コロナウイルス感染症は、社会経済活動に大きな影響を与えている。そこで、新型コロナ

ウイルスの存在を前提とした「ウィズコロナ」時代においては、的確な情報発信により社会経済活

動における県民の過度な不安を解消するとともに、柔軟かつ回復力の高い社会の構築を図って

いく。 

具体には、2020 年に本県が開始した「ＬＩＮＥ公式アカウント『新型コロナ対策パーソナルサポー

ト(行政)』」」により個人の状態にあわせた情報提供や、適切な相談先などを案内する県民へのサ

ポートとともに、登録者から提供されたデータを集積・分析することで、実態の把握や必要な対策

を引き続き講じていく。 

さらに、店舗・施設等において、業種ごとに定められたガイドラインに沿って事業者が取り組む

感染防止対策を「見える化」する「感染防止対策取組書」の普及等に引き続き取り組んでいく。 

 

⑦ＳＤＧｓ自分事化、コミュニティの活性化 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

17.17 

 

指標：「ＳＤＧｓつながりポイント」ユーザー数 

現在（2020 年 9 月）： 

2,000 者 

2030 年： 

20,000 者 

ＳＤＧｓ達成に向けて「地域の課題を解決したい」という住民、店舗・企業の想いをつなぎ、行動

を後押しする「ＳＤＧｓつながりポイント」の仕組みを構築し、地域課題の解決に向けた活動を通じ

て、県民一人ひとりのＳＤＧｓの自分事化、コミュニティの活性化による地域課題の解決を進める。 

 

 

 

 

 

 

 



14 
 

⑧ 官民情報共有・整備の推進 

ゴール、 

ターゲット番号                       

KPI 

 

 

9.5 

17.17 

 

指標：県によるオープンデータの公開テーマ(データセット)数 

現在（2020 年 11 月）： 

127 件 

2022 年： 

140 件 

ＩＣＴ及びデータの利活用は、社会課題の解決や生産性の向上に大きく寄与するものである。そ

こで、県行政関連情報に係るオープンデータの公開・提供を積極的に推進し、利活用可能なデー

タを充実させる。 

 

⑨ 「ともに生きる社会かながわ」の推進 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 
 

 

11.2,11.7 

17.17 

指標：県内のグループホームサービスの利用人数  

現在（2019 年度）： 

利用人数 9,442 人 

2023 年: 

利用人数 11,448 人 

 

 

8.5 

10.2 

指標：県内民間企業における障がい者雇用率 

現在（2019 年度）： 

2.09％ 

2023 年： 

2.36％ 

 

「ノーマライゼーション」の思想を根底に、障がい者を特別視するのではなく、一般社会の中で

普通の生活が送れるよう条件を整え、誰もが住み慣れた地域で就業し、安心して暮らすことがで

きる「ともに生きる社会かながわ」の実現を目指す。 
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【環境】 

⑩ 2050 年脱炭素社会の実現に向けた取組 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 
 

 

13.1 

13.3，

7.2，

7.3 

指標： 

神奈川県における温室効果ガス排出量 の削減割合（2013 年度比） 

2017 年度： 

5.7% 

2023 年: 

13.5% 

指標： 

マイエコ１０（てん）宣言の宣言者数（累計） 

2019 年度 

276,721 人 

2023 年： 

365,000 人 

地球温暖化対策計画に基づき、温室効果ガスの削減や、地球温暖化への適応を図るための

取組や分散型エネルギーシステムの構築に向けた取組を進める。また、県民一人ひとりのＳＤＧｓ

の具体的アクションとして、ライフスタイルの転換を促すきっかけとするため、個人や団体が取り組

む内容を自ら宣言し、実践する「マイエコ 10（てん）宣言」への参加を促す。 

 

⑪ 分散型エネルギーシステムの構築 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 
 

7.1,7.2 

7.3 

指標：県内の年間電力消費量に対する分散型電源による発電量の割合 

現在（2018 年度）： 

15.7% 

2023 年: 

25.0%以上 

7.1，

7.2 

7.3，

9.5 

指標：ZEH セミナーの参加事業者数(累計) 

現在（2019 年度）： 

- 

2023 年: 

120 人 

再生可能エネルギー等の更なる普及拡大、エネルギー利用の効率化、蓄電池などのエネルギ

ー高度利用技術及び情報通信技術（ICT）の積極的な活用により、地域において自立的なエネル

ギーの需給調整を図る分散型エネルギーシステムを構築し、災害に強く環境負荷の小さい地域

づくりを推進する。併せて、県経済の発展、県民生活の安定につなげる。 
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⑫ 気候非常事態への対応（風水害対策の強化） 

ゴール、 

ターゲット番号 

目標 

 

 
 

13.1 

13.3 

11.5 

11.b 

水防災戦略の推進 

・水害からの逃げ遅れゼロ 

・県民のいのちを守り、財産・生活等への被害を軽減 

2018 年度： 

― 

2023 年: 

実現 

本県では、今、気候が非常事態にあるという「危機感」を市町村、企業、団体、県民などと共有

するため、令和２年２月「かながわ気候非常事態宣言」を発表するとともに、水害への対応力強化

のための対策として「水防災戦略」を策定した。この戦略に基づき、住民による適切な避難行動を

促進するとともに、水害等による被害の最小化に向け、取組を計画的、重点的に進めている。 
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（２） かながわ版 SDGs 金融フレームワーク 

（課題及び目標） 

SDGs 達成に向けては、民間の取組が重要であり、ビジネスとして持続的に SDGs を展開する

ためのファイナンスが課題となっている。 

そのため、SDGs に沿った取組の価値をインパクトとして「見える化」することにより社会的投融

資を促進するなど、『SDGs 金融』を推進し、事業者、資金提供者及び消費者をつなぐエコシステ

ムの形成に取り組む。 

 

（今後の取組） 

本県がコーディネーター役となり、かながわ SDGs パートナーなど SDGs に取り組む事業者と、

信用金庫、地方銀行、都市銀行、信託銀行、ベンチャーキャピタルなど多様な資金提供者が連携

する『かながわ版金融 SDGs フレームワーク』において、SDGs 社会的インパクト評価で可視化し

た SDGs への貢献及び非財務情報と、財務情報を一体的に捉えることにより、社会的投融資を

促進するなど『SDGs 金融』を推進する 
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⑬ かながわ SDGs パートナー 

ゴール、 

ターゲット番号 

ＫＰＩ 

 

17.17 指標：かながわ SDGs パートナー数 

現在（2020 年 10 月）： 

333 者 

2023 年： 

600 者 

  指標：かながわ SDGs パートナーマッチング機会参加者数（累計） 

現在（2020 年 10 月）： 

400 者 

2023 年： 

900 者 

 

8.3 

17.17 

指標：かながわ SDGs アクションファンドを利用したかながわ SDGs

パートナーのプロジェクト数 

現在（2020 年 10 月）： 

0 件 

2023 年： 

60 件 

 

SDGs に取り組む事業者を『かながわ SDGs パートナー』として登録。県が事業者の取組を可

視化するとともに、県とパートナーが連携して普及啓発活動に取り組むことにより、県内事業者の

取組のすそ野を拡大する。今後とも多くの取組事例を発信し、規模の拡大を図る。 

 加えて、パートナーの交流・マッチング機会を提供することにより、SDGs 達成に向けた新たなビ

ジネス創出を図る。 

 さらに、かながわ SDGs パートナーの取組の“SDGs インパクト（SDGs への貢献）の可視化”と個

人投資家からの“資金調達”を図る「かながわ SDGs アクションファンド」を通じて、SDGs 貢献プロ

ジェクトと SDGs プロジェクト応援投資の双方の拡大を図る。 
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⑭ SDGs 社会的インパクト評価 

ゴール、 

ターゲット番号 

ＫＰＩ 

 

8.2 指標：SDGs 社会的インパクト評価を活用した投融資件数（累計） 

現在（2020 年 10 月）： 

16 件 

2023 年： 

20 件 

  指標：かながわ SDGs アクションファンドにおける機関投資家による

投資 

現在（2020 年 10 月）： 

― 

2023 年： 

導入 

 

SDGs の視点から事業の社会的な効果、影響、いわゆる社会的インパクトを定量的、定性的に

把握する「SDGs 社会的インパクト評価」により、SDGs への貢献と非財務情報を可視化する。こ

の活用により、財務情報、非財務情報及び SDGs への貢献を一体的に捉えることを通じて、資金

提供者から事業者への社会的投融資を促進する。 

 さらに、今後、かながわ SDGs アクションファンドにおける SDGs 社会的インパクト評価を活用し

た機関投資家からの社会的投資のしくみを構築し、一層の社会的投資の促進・拡大を図る。 
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⑮ 中小企業の SDGs 経営に向けた伴走型支援 

ゴール、 

ターゲット番号 

ＫＰＩ 

 

8.2 指標：伴走型支援企業数（累計） 

現在（2021 年 3 月）： 

3 社 

2023 年： 

20 社 

SDGs 経営に向けて、事業計画策定から事業実施、検証までをサポートする伴走型の支援に

より、また、中小企業が SDGs を取り入れるプロセスを「かながわ版 SDGs 金融フレームワーク」

において共有することを通じて、中小企業の取組を後押しする。 
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（２）情報発信 

（域内向け） 

引き続きＳＤＧｓの普及に取り組んでいくとともに、ＳＤＧｓの目標達成に向けた「行動の 10 年」

のスタートを受け、一人ひとりの具体的なＳＤＧｓアクションを推進する。具体的には、取組を通じ

て SＤＧｓ発信していくことで、県民の皆さまへのＳＤＧｓの浸透を図り、一人ひとりのアクションにつ

なげる。 

 SDGs の認知度を上げ、県民・企業が「自分事」として、SDGs に取り組むことを支援するために

作成した「SDGs アクションブックかながわ」、及びその第 2 弾として作成した「SDGs パートナーブ

ックかながわ」により、広く普及・啓発を図る。 

 

また、ＳＤＧｓ達成の鍵を握る「次世代」「女性」を対象にしたフォーラム等を継続していくことで、

ＳＤＧｓの認知度向上、自分事化を後押ししていく。 

コロナ禍において生じた地域の課題を、ＳＤＧｓにより乗り越えようとする取組をまとめた特設サ

イト「SDGs アクションで新型コロナウイルス感染症を乗り越えよう」を全国に先駆け開設した。特

設サイトを通じて、コロナ禍の新たな日常に向けた情報を発信するとともに、県内での取組拡大に

努めていく。 

＜市町村＞ 

県内３政令指定都市との４首長懇談会、横須賀三浦地域、県央地域、湘南地域、足柄地域及

び西湘地域の地域別首長懇談会を設置。また、未病の改善やともに生きる社会の実現に向けた

取組みなどを全県的に展開している。 

県内市町村や民間との連携のもと、地域からのＳＤＧｓの機運醸成を図るため、地域別の

SDGs フォーラムを継続的に開催することで、地域にＳＤＧｓを浸透させ、それぞれの地域での取

組みの推進を図る。 

県が県内 SDGs 未来都市を訪問して、取組内容の共有、今後の取組の方向性などについて意

見交換を実施。今後とも、SDGs 未来都市提案の後押しを含めて、SDGs 未来都市間のネットワー

クを広げていく。 
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＜民間企業等＞ 

登録企業と県が連携してＳＤＧｓの普及啓発活動を行うＳＤＧｓパートナー制度を創設（2019 年

1 月）。2020 年 10 月までに 333 者の企業・ＮＰＯ・団体を登録した。また、パートナーが自らの取

組を発信し、パートナー相互の交流・マッチングにより新たなビジネスを創出する場として「かなが

わ SDGs パートナーアクションミーティング」を開催（2020 年 2 月及び 11 月）。 

今後とも、パートナーの規模拡大とあわせ、パートナー間連携による新たなビジネス創出や社

会的投融との接続など、機能的な面でも充実を図り、パートナーの取組を後押ししていく。 

(株)横浜銀行、京浜急行電鉄(株)、小田急電鉄(株)、(株)セブン＆アイ・ホールディングス、神奈

川県弁護士会及びミュージックセキュリティーズ(株)と SDGs の普及、行動の後押しに向けて

SDGs 推進協定を締結し、SDGs を推進している。 

また、民間企業 25 社及び５大学と包括連携協定を締結しており、このネットワークを生かして

SDGs の情報発信、普及啓発に引き続き取り組んでいく。 

 

（域外向け（国内）） 

ＳＤＧｓを共通言語として、課題解決に取り組む官民の連携創出を支援することを目的に、国に

おいて設立された「地方創生ＳＤＧｓ官民連携プラットフォーム」に参画し、社会的投資促進分科会

を設けており、プラットフォームを活用した本県の取組の発信を継続していく。 

2020 年 6 月に、官民連携による「ジャパンＳＤＧｓアクション推進協議会＊」を設立し、日本にお

けるＳＤＧｓのさらなる認知拡大と、国連が提唱する「行動の 10 年」に沿った具体的な行動につな

がる取組を推進している。協議会の活動を通じて、本県の取組を発信していく。 

＊ 設立時メンバー 

内閣府、外務省、経済産業省、環境省、金融庁、地方創生SDGs官民連携プラットフォーム、 

(一社)日本経済団体連合会、(公社)経済同友会、(公社)日本青年会議所、グローバル・コンパ

クト・ネットワーク・ジャパン、SDGs 市民社会ネットワーク、SDGs-SWY、次世代の SDGs 推進プ

ラットフォーム、慶應義塾大学 SFC 研究所 x.SDG.Lab.、神奈川県(事務局) 

 

（海外向け） 

米・ニューヨークの国連本部で毎年７月に開催される「ハイレベル政治フォーラム（HLPF）」に、

2019 年、2020 年と 2 年連続で知事が招聘を受け、本県の取組を世界に発信した。 

2019 年 8 月に横浜で行われた第 7 回アフリカ開発会議（TICAD7）において、国連開発計画

（UNDP）と日本の自治体として初めて連携趣意書（SOI）を締結した。SOI に基づき、SDGs の推進

に向けて連携を進めている。2021 年 3 月には、SDGs の認知度向上と主体的な取組を促進する

とともに、SDGs アクションの拡大を図るため、SDGs アクションフェスティバルをオンラインで開催

する。HLPF での発信や UNDP との連携事業を通じ、本県の取組を世界に発信していく。 
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（３）普及展開性 

（他の地域への普及展開性） 

2019 年に本県等が主催したＳＤＧｓ全国フォーラムで発表した「ＳＤＧｓ日本モデル」宣言への賛

同については、2020 年 10 月現在 210 自治体まで拡がっている。ＳＤＧｓ全国フォーラムは、2021

年長野県で開催予定。 

2020 年 6 月に設立した「ジャパン SDGs アクション推進協議会」において、SDGs の行動促進を

図る「ジャパン SDGs アクション」を展開。2021 年 3 月には、UNDP とも連携して「SDGs アクション

フェスティバル」をオンラインで開催し、より多くの県民の行動の後押しを図ることとしている。 

今後ともこうした取組を継続し、より一層の認知度向上、行動促進を図っていく。 
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３ 推進体制 

（１） 各種計画への反映 

１．総合計画 

神奈川県の総合計画である「かながわグランドデザイン」では、基本理念として「いのち輝く神

奈川」を掲げている。いのちが輝くためには、医療の充実だけでなく環境、エネルギー、農業など

生活のすべてにわたって安全が確保され、それらを持続可能な形で維持することが必要。 

あらゆる人の生命や生活を守る多様性と包摂性のある社会の実現を目指して、環境・経済・社

会の広範な課題に対して統合的な取組を進める SDGs の考え方は、「いのち輝く神奈川」の取組

と軌を一にするものである。そこで、2019 年度から 2022 年度を計画期間とする第３期実施計画に

おいては、各プロジェクトとＳＤＧｓとの関係、ＳＤＧｓの達成に結びつく県の具体的な取組例を盛り

込み、SDGs の理念を反映させた。 

 

２．神奈川県まち・ひと・しごと創生総合戦略 

神奈川県では、まち・ひと・しごと創生に向け、健康長寿のまちづくりや成長産業であるエネル

ギー産業、未病産業、ロボット産業等の創出・育成、持続可能な魅力あるまちづくりなどの取組を

進めている。SDGs を念頭に施策を推進し、世界が目指す持続可能な社会の実現にも貢献するこ

とを目指すことを明記している。 

 

３．かながわスマートエネルギー計画 

地域において自律的なエネルギーの需給調整を図る分散型エネルギーシステムの構築を目指

し、再生可能エネルギー等の導入の加速化をはじめとした取組を推進している。 

SDGs と理念を共有し、エネルギーの地産地消を推進することにより、世界が目指す持続可能

な社会の実現にも貢献することを明記している。 

 

４．ヘルスケア・ニューフロンティア推進プラン 

超高齢社会を乗り越えていくために、ヘルスケアの分野で「最先端医療・最新技術の追求」と

「未病の改善」という２つのアプローチを融合させ、持続可能な新しい社会システムを構築するヘ

ルスケア・ニューフロンティア推進プランについて、SDGs の理念に沿った取組を進めることで、県

民生活をめぐる課題にしっかりと対応していくことを明記している。 

 

５．その他個別計画 

神奈川県が策定・改定する計画等については、原則として SDGs の趣旨を計画に反映している。 
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（２） 行政体内部の執行体制 

 

【執行体制】 

SDGs を念頭に置いた政策立案や、本県の政策と SDGs との関係を整理し、調整する SDGs 推

進本部を 2018 年 3 月に設置した。2018 年 4 月には、いのち・SDGs 担当理事を配置した。 

2019 年 6 月には、県のＳＤＧｓ推進を専門部署として政策局ＳＤＧｓ推進課を設置した。 

 

【構成員】 

SDGs 推進本部 ： 知事、副知事、理事(いのち・SDGs 担当)、各局長 等 

調整部会 ： 各局 SDGs 担当官、関係課長 等 

事務局 ： 政策局 SDGs 推進課 

 

【役割・責任分担】 

（1）推進本部 

① 持続可能な開発目標・SDGs の推進 

② その他持続可能な開発目標・SDGs に係る重要事項の総合的企画及び調整 

（2）調整部会 

① SDGs 推進本部の所掌事項の調整 

② その他持続可能な開発目標・SDGs に関する課題の調整 

 

【進捗管理】 

神奈川県は総合計画の基本理念に「いのち輝く神奈川」を掲げ、様々な施策を連関させ、総合

的に取り組んでいる。こうした取組は SDGs と軌を一にするものと考えている。2019 年度から 2022

年度を計画期間とする第３期実施計画においては、各プロジェクトとＳＤＧｓとの関係、ＳＤＧｓの達

成に結びつく県の具体的な取り組み例を盛り込み、SDGs の理念を反映させた。 

進捗管理にあたっては、総合計画の評価を行う有識者等からなる審議会において SDGs の取

組の評価も併せて行い、PDCA サイクルにより改善を図り、各局が協働して総合的に取り組んで

いく。 
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（３） ステークホルダーとの連携 

 

１．域内外の主体 

登録企業と県が連携してＳＤＧｓの普及啓発活動を行うＳＤＧｓパートナー制度を創設しており、

これまで 333 者の企業・ＮＰＯ・団体を登録した。パートナーの取組事例を紹介し、パートナー間等

でのマッチング機会を創出する場としてパートナーミーティングを開催することで、企業間連携や

新たなビジネス創出を引き続き後押ししていく。 

企業連携の中で特に、ＳＤＧｓの達成や県内地域のより一層の活性化に向けて、企業等と「ＳＤ

Ｇｓ推進協定」を締結して、相互に連携して取り組んでいる。現時点で６者（㈱横浜銀行、京浜急

行電鉄㈱、㈱セブン＆アイ・ホールディングス、小田急電鉄㈱、神奈川県弁護士会、㈱ミュージッ

クセキュリティーズ㈱）と締結しており、駅や店舗での県事業ＰＲ、沿線の住民を巻き込んだビーチ

クリーン活動、SDGs 視点を取り入れたローンの取扱開始等、連携した取組みを行ってきた。 

県内大学との連携については、地域課題に適切に対応し、幅広い分野で連携を図ることを目

的に、県内の５大学（横浜市立大学、東海大学、横浜国立大学、関東学院大学、神奈川大学）と

包括協定を締結している。また、県内大学の学長と知事の懇談会を年１回開催して、SDGs をテ

ーマに意見交換を行うなど、県と大学との連携を図っている。 

さらに、2020 年６月に官民連携による「ジャパンＳＤＧｓアクション推進協議会」を立ち

上げ、日本におけるＳＤＧｓのさらなる認知拡大と、ＳＤＧｓ達成に向けた「行動の 10 年」

に沿った取組を推進している。 

今後、これまでの連携事業を継続的に実施するとともに、効果的な連携が期待できる企

業・大学等と連携を深めていくことで、ＳＤＧｓ推進に向けて取り組んでいく。 

 

＜協議会構成メンバー 2020 年 11 月現在＞ 

・（会長）蟹江 憲史 慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科 教授 

・（副会長）太田 裕子 神奈川県政策局 SDGs 推進担当部長 

・吉田 綾 外務省国際協力局地球規模課題総括課長 

・北廣 雅之 内閣府地方創生推進事務局参事官 

・池田 賢志 金融庁チーフ・サステナブルファイナンス・オフィサー 

・岡村 幸代 環境省大臣官房環境計画課計画官 

・塩手 能景 経済産業省経済産業政策局地域経済産業グループ地域産業基盤整備課長 

・長谷川 知子 一般社団法人日本経済団体連合会常務理事・SDGs 本部長 

・樋口 麻紀子 公益社団法人経済同友会政策調査部次長 

・有馬 利男 一般社団法人グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン代表理事 

・石田 全史 公益社団法人日本青年会議所会頭 

・三輪 敦子 一般社団法人 SDGs 市民社会ネットワーク共同代表理事 

・和田 恵 SDGs-SWY 共同代表 

・加藤 宗兵衛 次世代の SDGs 推進プラットフォーム事務局長 

・北橋 健治 地方創生 SDGs 官民連携プラットフォーム会長（北九州市長） 

（監事） 

・松原 稔 りそなアセットマネジメント株式会社執行役員責任投資部長 

・鈴木 圭一 株式会社横浜銀行地域戦略統括部長 
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２．国内の自治体 

県内市町村との連携のもと、地域からのＳＤＧｓの機運醸成を図るため、地域別の SDGs フォー

ラムをこれまで 4 回開催してきた。今後も継続的に開催することで、地域にＳＤＧｓを浸透させ、そ

れぞれの地域での取組の推進を図る。 

また、神奈川県とともに SDGs 未来都市に選定されている横浜市、川崎市、相模原市、鎌倉市、

小田原市とも連携し、SDGs の取組を推進する。 

 

３．海外の主体 

2019 年８月に横浜で行われた第７回アフリカ開発会議（TICAD7）において、国連開発計画

（UNDP）と自治体として初めて連携趣意書（SOI）を締結した。ＳＯＩに基づき、ＳＤＧｓの推進に向け

て連携を進めている。2021 年３月には、ＳＤＧｓの認知度向上と主体的な取組みを促進するととも

に、ＳＤＧｓアクションの拡大を図るため、ＳＤＧｓアクションフェスティバルをオンラインで開催する。

ＵＮＤＰと連携を通じて、SDGs のローカライゼーションの取組を神奈川から推進し、国内外に発信

していく。 

日本貿易振興機構(JETRO)横浜貿易情報センター、独立行政法人国際協力機構(JICA)横浜

センター、とビジネス交流支援や留学生就職支援などで連携を図っている。また公益財団法人地

球環境戦略研究機関(IGES)は SDGs に造詣が深く、こういった機関と連携し、神奈川の SDGs の

取組を効果的に国際展開していく。 

神奈川県では、米国のメリーランド州やマサチューセッツ州、スタンフォード大学など、世界トッ

プクラスのライフサイエンス産業が集積する地域や大学との間で MOU（Memorandum Of 

Understanding）を締結しており、SDGs のゴールであるイノベーションの創出に向けた効果的な連

携が期待できる。 

また、ＷＨＯ・世界保健機関をはじめ、英国セルアンドジーン・セラピー・カタパルト、シンガポー

ル政府関係機関など、最先端医療や未病産業に取り組む地域との連携も展開しており、こうした

ネットワークを活用することにより、本県が展開する SDGs の普及に大きく寄与することが期待さ

れる。  
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（４） 自律的好循環の形成 

 

(自律的好循環の形成へ向けた制度の構築等) 

【かながわ版 SDGs 金融フレームワーク】 

（課題及び目標） 

SDGs 達成に向けては、民間の取組が重要であり、ビジネスとして持続的に SDGs を展開する

ためのファイナンスが課題となっている。 

そのため、SDGs に沿った取組の価値をインパクトとして「見える化」することにより社会的投融

資を促進するなど、『SDGs 金融』を推進し、事業者、資金提供者及び消費者をつなぐエコシステ

ムの形成に取り組む。 

 

（今後の取組） 

本県がコーディネーター役となり、かながわ SDGs パートナーなど SDGs に取り組む事業者と、

信用金庫、地方銀行、都市銀行、信託銀行、ベンチャーキャピタルなど多様な資金提供者が連携

する『かながわ版 SDGs 金融フレームワーク』において、SDGs 社会的インパクト評価で可視化し

た SDGs への貢献及び非財務情報と、財務情報を一体的に捉えることにより、社会的投融資を

促進するなど『SDGs 金融』を推進する。 

 

① かながわ SDGs パートナー 

SDGs に取り組む事業者を『かながわ SDGs パートナー』として登録する制度を 2019 年１月か

ら開始。県が事業者の取組を可視化するとともに、県とパートナーが連携して普及啓発活動に取

り組むことにより、県内事業者の取組のすそ野を拡大することを目的としている。 

第１期 49 者からスタートし、現在第 4 期まで累計 333 者を登録。今後も規模の拡大を図り、

SDGs 取り組む事業者の増加につなげる。 

加えて、パートナー相互の交流・マッチングの機会を提供し、新たなビジネス創出の後押しを図

っていく（2020 年 11 月までに 3 回開催済み）。 
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②かながわ SDGs アクションファンド 

かながわ SDGs パートナーの取組の“SDGs インパクト（SDGs への貢献）の可視化”と個人投

資家からの“資金調達”を図る「かながわ SDGs アクションファンド」を通じて、SDGs 貢献プロジェ

クトと SDGs プロジェクト応援投資の双方の拡大を図る。 

 

(自走に向けた取組) 

「かながわ SDGs アクションファンド」については、かながわ SDGs パートナーのプロジェクトに対

する個人投資家からの社会的投資でスタートしているが、SDGs 社会的インパクト評価を活用した

機関投資家からの社会的投資のしくみを構築し、一層の社会的投資の促進・拡大を図る。 
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４ 地方創生・地域活性化への貢献 

地方創生は、世代間で危機感を共有し、将来にわたって地域に活力を与えていくための

息の長い重要な政策である。 

 

本県における地方創生の取組は、人口減少社会や超高齢社会への対応という課題を受け、

「行ってみたい、住んでみたい、人をひきつける魅力あふれる神奈川」、「いのちが輝き、

誰もが元気で長生きできる神奈川」の実現を目指しており、医療だけでなく、環境、エネ

ルギー、農業等、生活のすべての分野の様々な施策を連環させて総合的に取組みを進めて

おり、ＳＤＧｓと軌を一にするもの。 

 

ＳＤＧｓ最先進県として、経済、社会、環境の三側面を踏まえ、各取組をバランスよく

着実に推進していくことで、ＳＤＧｓの目指す持続可能な社会の実現にも貢献していく。 

 

 

 

 

第２期神奈川県まち・ひと・しごと創生総合戦略の施策とＳＤＧｓとの関係 

    

 

 

 

 

改ページ 

[ＳＤＧｓと地方創生] 
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神奈川県 ＳＤＧｓ未来都市計画（2021～2023） 

 

令和３年３月 策定 

 

 

 


